
2020年3月期
ＪＡ三井リース連結決算の概況

※本資料は情報提供のみを目的としたものであります。また本資料には現時点で入手可能な情報に基づく将来予測値が

含まれておりますが、実際の業績は将来の様々な要因により変動することがありますのでご留意ください。
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１．決算概況

（単位:億円）
決算サマリー

売上高 4,503 4,523 4,671 ＋147 ＋3.3%

営業利益 217 244 218 △26 △10.7%

経常利益 244 237 223 △14 △6.1%

親会社株主に帰属する
当期純利益 171 161 159 △2 △1.7%

契約実行高 5,906 5,894 5,813 △81 △1.4%

'18年3月末 '19年3月末 '20年3月末
前期末比

（額）
前期末比

（率）

総資産 16,463 17,106 17,692 ＋586 ＋3.4%

営業資産 15,149 15,768 15,932 ＋163 ＋1.0%

有利子負債 12,950 13,518 13,968 ＋449 ＋3.3%

純資産 2,140 2,202 2,303 ＋100 ＋4.6%

自己資本比率 12.8% 12.7% 12.9% ＋0.2pt -

前期比
（率）

前期比
(額）'19年3月期 '20年3月期'18年3月期



売上高 4,503 4,523 4,671 ＋147

リース 3,681 3,863 3,894 ＋31

割賦 404 381 378 △2

ファイナンス 139 159 162 ＋3

その他 276 119 234 ＋115

売上利益 582 621 624 ＋3

リース 363 401 384 △16

割賦 29 26 27 ＋0

ファイナンス 137 158 162 ＋3

その他 51 34 50 ＋16

資金原価 111 134 129 △4

470 487 494 ＋7

販管費 253 242 276 ＋33

一般経費 246 240 251 ＋10

のれん償却 1 0 3 ＋3

貸倒引当金繰入 5 1 21 ＋19

217 244 218 △26

営業外損益 26 △6 5 ＋11

244 237 223 △14

特別利益 1 2 11 ＋8

特別損失 1 0 0 ＋0

244 240 234 △5

法人税等 68 75 74 △0

171 161 159 △2

前期比'18年3月期 '19年3月期 '20年3月期

(*1）親会社株主に帰属する当期純利益の金額を表示

売上総利益

営業利益

経常利益

税引前利益

当期純利益(*1）
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比較損益計算書 （単位:億円）

➢ 売上利益

「その他」セグメントにおける売却益等の増加

もあり、前期比3億円増加。

➢ 経常利益

新型コロナウイルス影響による貸倒引当金

繰入の増加等により前期比14億円減少。

２．損益の状況

主な内容



'18年3月末 '19年3月末 '20年3月末 前期末比

総資産 16,463 17,106 17,692 ＋586

現預金 361 320 831 ＋510

営業資産 15,149 15,768 15,932 ＋163

リース 10,091 10,427 10,742 ＋314

割賦 1,279 1,278 1,311 ＋33

ファイナンス 3,653 3,877 3,660 △217

その他 124 184 218 ＋33

有利子負債 12,950 13,518 13,968 ＋449

短期 7,266 7,975 7,869 △105

長期 5,683 5,543 6,098 ＋554

純資産 2,140 2,202 2,303 ＋100

株主資本 2,118 2,211 2,300 ＋89

その他の包括利益累計額 △ 9 △ 36 △ 24 ＋12

非支配株主持分 30 27 26 △0

自己資本比率（*1） 12.8% 12.7% 12.9% ＋0.2pt

（*1）自己資本比率：(純資産-非支配株主持分）÷総資産
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比較貸借対照表（主要項目） （単位:億円）

３．バランスシートの状況

➢ 営業資産残高

リース資産は、ICT分野の取組み等が寄与し、

前期末比314億円増加。

ファイナンス資産は、大口案件の満了等により

前期末比217億円減少。

主な内容



４．営業資産残高の状況（１）
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契約種別営業資産残高国内・海外別営業資産残高 （契約種別シェア：％）
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４．営業資産残高の状況（２）

（単位:億円）事業領域別営業資産残高の推移

「モノ」の市場価値・利用価値に
着目したビジネス

事業開発型ビジネス・金融起点ビ
ジネス

半導体・輸送・機械・環境・
医療・不動産等の専門営業部

海外現地法人・海外支店

モノ・事業・金融起点ビジネス

当社の独自性が発揮できる食

農分野

今後の成長が期待できるICT分
野

農林水産・流通・ICTなどの専門
営業部門

独自性発揮・成長分野

本社専門部の専門性と国内津々
浦々の営業拠点を活用したビジネ
ス

エリアの各営業部門

国内関係会社

国内エリア分野

'19年3月末 '20年3月末 前期末比

15,768                          15,932                     ＋163

モノ・事業・金融起点ビジネス 6,597                            6,670                       ＋72

41.8% 41.9%

独自性発揮・成長分野 3,578                            3,908                       ＋329

22.7% 24.5%

国内エリア分野 5,530                            5,437                       △92

35.1% 34.1%

その他営業資産、調整・消去 61                                 △83 △145

2,717                            2,779                       ＋61

上段：営業資産残高　下段：構成比

営業資産残高

（内、海外営業資産残高）
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海外地域別営業資産残高（2020年3月末現在）

４．営業資産残高の状況（３）

アジア

主要拠点

➢ 米国

米州欧州、その他

■ 2018年3月末

■ 2019年3月末

■ 2020年3月末

主要拠点

➢ インドネシア

➢ シンガポール

➢ 台湾

（単位:億円）



3,467
(59%)

3,673
(62%)

3,597
(62%)

578
(10%)

554
(10%)

579
(10%)

1,860
(31%)

1,666
(28%)

1,636
(28%)

5,906 5,894 5,813

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

'18年3月期 '19年3月期 '20年3月期

（億円）
リース 割賦 ファイナンス・その他

3,467
(59%)

3,673
(62%)

3,597
(62%)

578
(10%)

554
(10%)

579
(10%)

1,860
(31%)

1,667
(28%)

1,636
(28%)

5,906 5,894 5,813

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

'18年3月期 '19年3月期 '20年3月期

（億円）
リース 割賦 ファイナンス・その他

商業及び
サービス業用設備

591 613 468 △144

情報通信機器
・事務機器

923 1,069 1,191 ＋122

産業機械・工作機械
・土木建設機械

857 825 766 △59

輸送機器 485 501 520 ＋18

医療機器 124 110 105 △5

その他 484 552 545 △6

リース　計 3,467 3,673 3,597 △75

578 554 579 ＋25

1,632 1,525 1,417 △108

228 141 219 ＋77

5,906 5,894 5,813 △81

'18年3月期 '19年3月期 '20年3月期 前年同期比

リ
ー

ス

合計

割賦

ファイナンス

その他

５．営業の状況 契約実行高
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契約実行高 （単位：億円） 契約実行高の推移 （契約種別シェア：％）

主な内容

➢ リース

商業用設備は減少も、ICT分野が引き続き

堅調に推移。

➢ その他

不動産分野の大口案件取組みが寄与。



4,513 4,290 4,512

3,113 3,749 3,780

3,829 3,749 3,689

694
729 886800

1,000
1,100

41.1% 40.5% 40.6%

56.1%
59.0%

56.3%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

'18年3月末 '19年3月末 '20年3月末

長期借入 短期借入 コマーシャル・ペーパー 流動化 社債 直接金融比率 短期比率

６．資金調達の状況（１）
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資金調達構造（期末残高の推移）

※短期借入には一年内返済予定長期借入金を含む

（億円） 12,950 13,518 13,968



構成比 構成比 構成比

間接調達 7,626 58.9% 8,039 59.5% 8,292 59.4% ＋253

社債 800 6.2% 1,000 7.4% 1,100 7.9% ＋100

ＣＰ 3,829 29.6% 3,749 27.7% 3,689 26.4% △59

流動化 694 5.3% 729 5.4% 886 6.3% ＋156

直接調達 5,324 41.1% 5,479 40.5% 5,675 40.6% ＋196

合　計 12,950 100.0% 13,518 100.0% 13,968 100.0% ＋449

'18年3月末 '19年3月末 '20年3月末
前期末比

資金コスト（*2） △4

（*2） 資金コスト=資金原価＋支払利息

'18年3月期 '19年3月期 '20年3月期 前期比

114 137 132

構成比 構成比 構成比

短　期 （*1） 7,266 56.1% 7,975 59.0% 7,869 56.3% △105

長　期 5,683 43.9% 5,543 41.0% 6,098 43.7% ＋554

合　計 12,950 100.0% 13,518 100.0% 13,968 100.0% ＋449

（*1） 一年以内返済予定の長期債務を含む

前期末比
'18年3月末 '19年3月末 '20年3月末

６．資金調達の状況（２）
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資金調達残高推移 格付情報（2020年3月末現在）

長短資金調達推移

資金コスト推移

（単位:億円）

（単位:億円）

（単位:億円）

主な取引金融機関

農林中央金庫

株式会社三井住友銀行

三井住友信託銀行株式会社

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

株式会社みずほ銀行

株式会社日本政策投資銀行

日本生命保険相互会社

信金中央金庫

全国３２のＪＡ信連等

(格付投資情報センター)

(日本格付研究所)

a-1
(CP発行限度額：4,500億円)

R&I

長期 A－
（方向性： 安定的）

J-1
(CP発行限度額：4,500億円)

JCR

長期 A
（見通し： 安定的）

短期

短期
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７．中期経営計画概要（２０１７年４月～２０２０年３月）

「Real Change 2020」
～独自性の追求による事業の発展を通じたプレゼンス向上と企業価値最大化～

基本方針

I. 専門性を極めたユニークな営業の柱の構築による収益の多様化

II. 戦略的アライアンス・買収を通じた事業推進力の強化

III. 経営資源の戦略的配分と成長を後押しする多様な人材力の強化

IV. 企業の成長基盤となる「規律あるマネジメント態勢」の確立

◆戦略分野 ◆注力分野

定量実績

食農 ICT 環境ｴﾈﾙｷﾞｰ ﾒﾃﾞｨｶﾙ・医療ﾓｰﾙ 自動車 半導体

不動産 流通・物流 機械 船舶・貨車・航空機

2018年3月期

（実績）

2019年3月期

（実績）

2020年3月期

（実績）

税引前当期純利益 244億円 240億円 234億円

ROA※ 1.48% 1.56% 1.51%

営業資産残高 15,149億円 15,768億円 15,932億円

※信用コスト控除前営業利益/営業資産残高（％）



８．中計の取組み状況（1）
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TOPICS① 5G普及に向けた事業連携（基地局ロケーション紹介事業への参画）

戦略分野の取組み状況（ICT分野）

JA三井リース

・JAグループを中心とする全国取引先のロケーション情報収集

・JTOWERにロケーション情報を提供

JTOWER

・SITE LOCATOR（基地局の設置可能なロケーション情報を

取り纏めた地図システム）を運営し、ロケーション情報を管理

・ SITE LOCATORを通じた通信事業者への情報提供

・通信事業者とロケーションオーナー間の契約締結に係る取次

活用可能なスペースに通信基地局を設置

➢ 株式会社JTOWERと5G （第5世代移動通信システム）通信基地局（アンテナ設備）等の設置ロケー
ションの紹介に関する事業連携を開始。 JAグループを中心とする全国取引先の屋上スペース又は土地に通
信基地局の設置を促し、設備ファイナンスもサポートすることにより、スマート農業普及に向けた社会インフラ整
備等、地方創生へ貢献する（当社は2013年8月にJTOWERに出資）。



８．中計の取組み状況（2）
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注力分野の取組み状況（環境エネルギー分野）

TOPICS② 環境エネルギー分野での取り組みを加速

➢ 太陽光・風力・中小水力・地熱・バイオガス分野における設計・調達・建設（EPC）事業および自社発電事
業を手掛けるGPSSホールディングス株式会社と連携し、全国各地で再生可能エネルギー発電事業を開発、組
成。当社はファイナンスを中心に機能を提供。

➢ 2020年3月にGPSSに資本参加し、連携を加速。持続可能な社会の実現に貢献する。

太陽光発電（北海道 平出） 太陽光発電（北海道 花浦）

協業案件の一例
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添付資料



（単位：百万円）

資産の部 負債の部

流動資産 1,627,657 流動負債 894,614

現金及び預金 83,159 支払手形及び買掛金 48,768

受取手形 10 短期借入金 261,079

割賦債権 143,044 1年内償還予定の社債 10,000

リース債権及びリース投資資産 994,276 1年内返済予定の長期借入金 116,964

営業貸付金 294,153 コマーシャル・ペーパー 368,968

その他の営業貸付債権 66,243 債権流動化に伴う支払債務 29,971

賃貸料等未収入金 1,436 リース債務 8,063

その他の営業資産 11,306 未払法人税等 4,141

有価証券 1,360 割賦未実現利益 11,870

商品 13,605 賞与引当金 1,505

その他 22,987 役員賞与引当金 22

貸倒引当金 △ 3,926 資産除去債務 1,383

その他 31,874

固定資産 141,583 固定負債 644,263

有形固定資産 81,797 社債 100,000

賃貸資産 79,896 長期借入金 451,240

賃貸資産 79,608 債権流動化に伴う長期支払債務 58,630

賃貸資産前渡金 287 繰延税金負債 81

社用資産 1,901 退職給付に係る負債 6,717

預り保証金 25,646

資産除去債務 449

その他 1,497

無形固定資産 7,223 負債合計 1,538,878

賃貸資産 326 純資産の部

のれん 3,004

ソフトウエア 3,214 株主資本 230,086

その他 679 資本金 32,000

資本剰余金 66,281

利益剰余金 131,804  

投資その他の資産 52,561 その他の包括利益累計額  △ 2,413  

投資有価証券 38,569 その他有価証券評価差額金 4,422

破産更生債権等 2,511 繰延ヘッジ損益 △ 195

繰延税金資産 3,611 為替換算調整勘定 △ 5,635

その他 9,255 退職給付に係る調整累計額 △ 1,005

貸倒引当金 △ 1,386

非支配株主持分 2,689

純資産合計 230,362

資産合計 1,769,241 負債純資産合計 1,769,241

連結貸借対照表
2020年3月31日現在

科              目 金          額 科              目 金          額



（単位：百万円）

売上高 467,135

売上原価 417,681

売上総利益 49,453

販売費及び一般管理費 27,645

営業利益 21,808

営業外収益

受取利息 117

受取配当金 368

持分法による投資利益 520

その他 60 1,065

営業外費用

支払利息 273

社債発行費 165

為替差損 96

その他 3 538

経常利益 22,334

特別利益

固定資産売却益 35

投資有価証券売却益 1,100 1,135

特別損失

固定資産除売却損 7

投資有価証券評価損 18

ゴルフ会員権評価損 4 30

税金等調整前当期純利益 23,440

法人税等 7,496

当期純利益 15,944

非支配株主に帰属する当期純利益 39

親会社株主に帰属する当期純利益 15,904

連結損益計算書

自　2019年4月1日　　至　2020年3月31日

科 目 金 額


